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 早稲田大学法学研究科博士後期課程に在学する胡光輝氏は、早稲田大学学位規則第 7 条
第１項にもとづき、２００５年１１月３０日、その論文「中国における国際商事仲裁制度
の比較法的研究」を早稲田大学法学研究科長に提出した。後記の審査員は、右研究科の委
嘱を受け、この論文を審査してきたが、２００６年９月２７日、審査を終了したので、こ
こにその結果を報告する。 
 
一 本論文の構成と内容 
 
本論文の構成は以下のとおりである。 
序 
第一章 国際商事仲裁制度――概念・沿革及び立法を中心に―― 
第二章 国際商事仲裁契約の成否 
第三章 国際商事仲裁契約の効力と分離独立性 
第四章 仲裁と調停の連結手続について 
第五章 国際商事仲裁審理を巡る実効性の確保 
第六章 国際商事仲裁判断の基準・効力とその取消し 
第七章 国際商事仲裁判断の承認及び執行 
 終章  国際商事仲裁の位相 
 
中華人民共和国における国際商事仲裁制度は１９５４年に始まるが、この制度が大きく
発展を遂げるのは、対外開放政策が採られて以降、特に１９９０年代に入ってからである。
これまでこの国際商事仲裁制度に関する研究は主に実務的な面からなされてきたが、本論
文は、これを歴史と比較という二つの軸をもとにして総合的、体系的に考察したものであ
る。 
本論文の目的とするところをまず「序」において述べる。中国における国際商事仲裁の
状況をみると、この制度がそれほど信頼されておらず、その原因は、仲裁人のレベル、手
続軽視、中国の司法制度に対する不信感、理論研究の不足等にある。これらの問題を解決
するためには、中国国内における国際商事仲裁をめぐる学理上および実際上の問題を考察
する必要があると同時に、諸外国の動向という「横」の座標軸をも設定し、それと比較し
ながら分析する必要がある。本論文は、このようなアプローチから中国国際商事仲裁法・
制度をめぐる問題点を抽出し、その実像を解明し、その将来像を提示することを目的とす
る。 
第一章では、中国の仲裁制度について、その概念、制度および立法の歴史的沿革が論じ
られている。 
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中国では仲裁を古くは「公断」と称し、唐・宋時代からギルド内の紛争解決方法として
用いられてきた。中華人民共和国成立以後は、計画経済体制の下でおもに経済契約の紛争
解決制度として、行政的な管理の下に運営されていた。 
１９７０年代末の改革・開放以降、市場経済への移行にともない、経済契約仲裁制度は
次第に対象とする紛争の範囲を広げつつ発展し、１９９５年の仲裁法によって民事紛争全
般を対象とする紛争処理制度として確立された。この仲裁法によって従来は行政機関の中
に設置されていた仲裁機関が、行政から独立することになったが、これによって中国の仲
裁が私的自治を獲得したといえるかは、疑わしい。 
一方、中国の国際商事仲裁制度は、社会主義諸国間の貿易体制を構成する制度の一環と
して発足した。１９５４年に中国国際貿易促進委員会に対外貿易仲裁委員会（Foreign 
Trade Arbitration Commission, FTAC）が設立され、１９５６年に対外貿易仲裁委員会仲
裁手続規則が制定されたのが、その始まりである。しかし、１９６０年代から文革の終了
まで、中国経済が実質上鎖国状態にあったため、この制度はほとんど活用されることがな
かった。 
国際商事仲裁制度もまた改革・開放政策の始まりとともに活性化し、飛躍的に発展する
ことになる。対外貿易仲裁委員会は１９８０年に対外経済貿易仲裁委員会（Foreign 
Economic and Trade Arbitration Commission, FETAC）に、１９８８年には中国国際経済
貿易仲裁委員会（China International Economic and Trade Arbitration Commission, 
CIETAC ）へと名称を変更しつつ組織を拡大し、その仲裁規則は中国経済の急速なグロー
バル化にあわせて、１９８８年、１９９４年、１９９５年、１９９８年、２０００年、２
００５年というように、めまぐるしく改正されてきた。 
このような中国の国際商事仲裁制度の特徴について、筆者は、①紛争の受理範囲が拡大
すると同時に、国内案件の比率も比較的大きいこと、②当事者の自治を尊重していること、
③外国人も代理人となることができること、④仲裁と調停とが結合していることなどを指
摘する。 
また、その問題点としては、①仲裁機関の独立性について問題があること、②仲裁人の
公正性に問題があること、③仲裁人名簿の妥当性について問題があることなどが指摘され
ている。 
 最後に、これらの問題点を踏まえ、将来の改革課題として筆者は、①民事訴訟法などと
の矛盾を解消すること、②国際仲裁と国内仲裁との区別をなくし、外国人当事者に「国民
待遇」を与えること、③法を厳正に適用し、行政の干渉を排除することなどを指摘する。 
第二章では、仲裁契約の基本概念および仲裁契約の準拠法の問題を考察する。 
 まず、仲裁契約の概念と方式について。中国仲裁法は「契約によって取り決められた仲
裁条項およびその他の書面の方式により紛争発生前または紛争発生後に達した仲裁請求の
合意」として定義づけていることを述べ、あわせて各国の定義が紹介され、近年において
仲裁に付託された紛争の範囲が広く解釈される方向にあることを指摘する。また、その方
式について、中国仲裁法は書面方式を採用し、その具体的な書面の形式について、２００
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５年の CIETAC（中国国際経済貿易仲裁委員会）の改正仲裁規則の規定が紹介され、書式
形式について柔軟な姿勢が示されている。また、各国および国際商取引法委員会の国際商
事仲裁に関する模範法の規定等が紹介されている。 
 仲裁契約の種類と内容について。仲裁契約には仲裁条項と仲裁に委ねる合意の二種類が
あるが、中国仲裁契約は、契約内容について厳格に規定している点で（仲裁法１６条、１
８条）、この種の仲裁法として他にあまり例がなく、このことは、当事者の自治の尊重とい
う仲裁の大原則を制約する要因ともなっていると説く。 
 仲裁契約の有効要件について。主に仲裁契約における当事者能力、および仲裁可能性（適
格性）について検討を加える。自然人の場合は、本国法主義によるが、年齢による行為能
力等については、その例外が認められており、また、法人の場合も、属人法がとられてい
るが、具体的には本属地法主義ではなく、設立準拠法主義が採用され、但し取引保護等の
見地から中国でも一種の経営統括の中心地法主義が採用されていることを述べる。なお、
国家および公法人における仲裁のかかわり方に関しては、中国は日本と同様、外国国家を
当事者とする仲裁手続を中国の裁判所で扱うことについては否定的であると説く。仲裁可
能性については、中国では、仲裁可能性に関する規制は比較的少ないが、仲裁可能性を判
断する基準に関しては、中国の仲裁機関に仲裁を付託した以上は、中国法にもとづくこと
になるとする。しかし、実務面においては問題が多く、「例えば、仲裁条項が締結されてい
るにもかかわらず、当事者の一方が主たる契約を利用して、詐欺などを行い、不法行為を
生じた場合において、相手（特に当事者が中国人である場合）がそれを理由に人民法院に
権利侵害に関する損害賠償を提起する場合は、人民法院が不法行為の仲裁可能性を否定し
契約の無効を判じ、仲裁条項を無視して受理する可能性が十分にあると考える。このよう
な問題は、法律条文の問題というよりも、中国における地方保護主義の影響および裁判官
の仲裁に関する知識・・・の乏しさの表れといえよう」（７０頁）と指摘する。 
第三章では、中国における国際商事仲裁契約の効力の問題を考察する。 
 仲裁契約の主な内容は、取引に関する紛争を中立である仲裁人に判断させ、その判断に
服することの約束にある。仲裁合意が仲裁契約として成立すると、直ちに法的効力が生じ
ると筆者は述べる。そのうえで、仲裁契約の効力の人的（主観的）範囲および物的（客観
的）範囲の問題、および仲裁条項の独立の問題が本章の考察の対象とされる。 
 まず、仲裁契約の効力の内容について。仲裁契約の効力という場合、当事者にとっての
効力の問題と、仲裁人・仲裁廷にとっての効力の問題に分けて論じられなければならない。
前者に関しては、仲裁契約が有効な場合、当事者にとって、訴訟の提起が禁止され、当事
者は仲裁契約に定められたとおりに仲裁手続を行わなければならず、仲裁判断を尊重しな
ければならないといった効力が発生する。ところで、当事者は仲裁人を選定しなければな
らないが、当事者の合意がないとき、中国は他の国と異なり、当事者の代わりに仲裁人を
選定するのは仲裁委員会主任であるという特色を有する。他方、仲裁人・仲裁廷にとって
の効力については、当事者の仲裁契約によって与えられるが、当事者が仲裁契約の効力に
ついて異議を申し立てた場合に、仲裁廷は仲裁契約の有無、すなわち自己の管轄権限につ
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いて判断することができるかどうかが問題となる。いわゆる Competence/Competence（自
裁管轄）の問題である。この点に関しても、中国は他国と異なって、仲裁廷の管轄権の決
定権限は仲裁廷でもなければ裁判所でもなく、仲裁委員会が有している。仲裁契約が有効
に成立すると、裁判所の裁判管轄権は排除されることになる。この点では、他国と同様で
ある。 
 次に、仲裁契約の効力の及ぶ範囲の問題として人的範囲と物的範囲の両面の問題がある
が、前者に関して、ここでも中国特有の問題があり、「企業が国有または集団所有の体制を
とってきた中国では、とりわけ主たる契約ないし仲裁契約を締結した企業の代表者に、法
人を名宛人とする仲裁契約の効力が及ぶ余地があるか否かが、話題になることさえなかっ
た」。それは「なにしろ国有または集団所有である以上、『幹部』である企業の代表者たち
に責任をとらせることは殆ど不可能であったからである。また、問題を生じたとき、誰が
責任をとるべきか極めて曖昧な状況であった」からである。仲裁契約の効力が法人の代表
者には及ばないとすると、中国では仲裁契約は事実上意味がなくなってしまう。 
 他方、仲裁契約の効力の物的範囲、すなわち将来発生する可能性のある紛争について仲
裁できる範囲の問題については、他国と同様、仲裁契約の効力の範囲を拡大する方向にあ
る。 
 さらに、仲裁条項の分離独立性の問題について。主たる契約が何らかの理由で変更、解
除、終了、無効となった場合、仲裁条項も無効になるのかどうか。多くの国では、「契約を
無効とする仲裁裁判所の判断は法律上当然に仲裁条項を無効とするものではない」
（UNCITRAL 国際商事仲裁模範法１６条１項）との立場をとっている。中国は１９８０
年代半ばまで仲裁条項の分離独立性原則を認めてこなかったが、外国との契約や仲裁によ
って解決される紛争も次第に多くなり、それにつれて仲裁条項の独立性を認める議論が有
力となり、その適用範囲も拡大される方向にある。１９９９年の中国契約法５７条もそう
した流れを追認している（「契約の無効、取消または終了は、契約の中で、独立に存在する
紛争を解決する方法に関する条項の効力に影響を与えない」）。筆者は、この点に関して１
９８５年と１９９６年の裁判例を二例紹介し、分離独立性原則否定から肯定への流れを確
認している。 
 第四章では、１９９５年の仲裁法および CIETAC 仲裁規則に定める、中国の国際商事仲
裁の特徴になっている仲裁手続と調停手続の連結を論じている。 
 筆者によれば、仲裁の訴訟化という現象は中国には必ずしもあてはまらないという。中
国では、仲裁が訴訟化し、仲裁に影響を与えるほど厳格な手続保障を重視する健全な法シ
ステムができあがっていたわけではなく、中国の伝統的な裁判の本質は、そもそも「調停
であったというべきであ」り、中国的な意味での仲裁の訴訟化という問題が生じていると
指摘する。現代の民事訴訟で裁判官が自ら事件の現場に赴いて関係者に尋ね回り、その結
果にもとづいて強力に和解を進める伝統的なパターンが中国にはある。依拠する実体法が
完備していないことと相俟って、事件がいわば非訟的に処理され、当事者の手続保障が重
視されないといった中国式の裁判のやり方が中国の法律家や仲裁人に深く影響を及ぼして
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いるから、このような中国的な仲裁の訴訟化という現象が生じたとする。 
 次に、現代中国民事裁判制度の下では、仲裁手続と調停手続との連結は「調停優先･調停
重視」による影響がきわめて大きいと指摘する。その例証として、１９６３年の最高人民
法院が示した「調査研究、就地解決、調解為主」の方針、１９８２年の民事訴訟法（試行）
にみる「応当着重調解」（調停を重視しなければならない）をとりあげて、１９９０年代ま
で「調停優先・調停重視」の法政策が支配的であったとする。 
また、仲裁と調停の連結手続については、中国仲裁法５１条１項および CIETAC 仲裁規
則４０条に定める仲裁手続と調停手続との連結に関してその具体的課題を、１、仲裁手続
開始前に行う調停、２、仲裁廷が構成された後の調停、３、和解合意と仲裁判断に分けて
検討している。 
 １では、仲裁委員会以外の調停または交渉によって和解合意が達成されたときは、かか
る和解合意に基づいて仲裁判断を下すよう要求することができる方式について、仲裁審理
時間と作業の量を減らすことができるところにメリットがあると指摘し、比較法的にみる
と、オランダ仲裁法、日本仲裁法のように仲裁裁判所が積極的に和解勧告を可能とする制
度も存在することを紹介している。２では、仲裁申立てがあった後に、仲裁廷が仲裁判断
をする前に調停することを可能にする仲裁手続と調停手続との連結方式を論じている。中
国における仲裁人と調停人との兼任の問題では、中国では仲裁手続の過程で行われる調停
は仲裁手続の一部分であると認識されていることから、かかる兼任上の問題は認識されて
いないとして、なお兼任により問題が生じた場合には調停手続の停止ないし調停人の交替
などの方策によってコントロールすればよいと結んでいる。調停段階で調停人（仲裁人）
が得た情報の秘密保持義務については、中国仲裁法および仲裁規則にはこれに関する規定
が存在せず、比較法の分析をふまえて、かかる趣旨の規定を設けるべきであると提唱して
いる。３では、仲裁廷における調停を通じた和解合意に基づく仲裁判断については、仲裁
手続と調停手続との連結におけるもっとも重要なメリットをなしていると指摘する。また、
仲裁廷外で和解が成立した場合については、中国仲裁規則ではこの場合でも仲裁判断によ
って仲裁を終了させることができるとされている。しかし、この方式は、コストの面であ
まり活用されていないと指摘する。以上の分析を通じて、紛争当事者の手続保障をどのよ
うに考えるのかとの問題について、和解合意を執行力が認められる仲裁判断に書き換える
前に手続保障の観点から和解合意の形成過程、和解内容などについて十分な審査を行えば、
「手続」もカバーされることになるという。 
 第五章では、中国の仲裁手続における証拠の収集について検討している。 
 挙証責任について。司法解釈「民事訴訟証拠についての若干の規定」では、仲裁手続に
おける挙証責任の分配問題は解明されていないとして、仲裁人が、仲裁判断が依拠する事
実につき、その存在の心証を得ることができないときは、その事実を仲裁判断の根拠とす
ることはできないし、仲裁においても挙証責任の分配が問題になるとする。しかし、かか
る仲裁における挙証責任の分配に適用されるルールが存在しないため、裁判にも仲裁にも
適用できる証拠に関する立法が必要となる。 
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 証拠調べについて。中国仲裁法は「仲裁廷も必要と認めれば、自ら調査し証拠を収集す
ることができる」（４３条２項）から、職権探知主義を採用する一方で、仲裁手続について
は、やはり当事者の合意に基づくという前提があるから、仲裁廷の裁量権よりも当事者の
決定権が尊重されなければならず、その意味で、当事者双方で一致している事実は原則と
して尊重されなければならないとする。そのため、証拠調べの権限は限定的であるという。
UNCITRAL 国際商事仲裁模範法、ドイツ仲裁法、日本仲裁法を引用しつつ、当事者が裁判
所に援助を求める手続が中国仲裁法や民事訴訟法に存在しないから、裁判所に協力を求め
ることができるよう一定の法的根拠を与える必要があり、そのうえで、国際商事仲裁にあ
っては、国際的司法共助のかたちで相手国の裁判所に援助を求めるしかないと指摘する。 
 暫定的保全措置について。仲裁手続を円滑に行うための証拠保全、仲裁判断の実効性を
確保するために行う財産保全措置等があり、その果たす役割はきわめて大きく、諸外国の
状況として、シンガポール国際仲裁法、ドイツ民事訴訟法、日本仲裁法、アメリカのカリ
フォルニア州などの仲裁法等を参照している。それらを踏まえて、中国の仲裁廷に保全措
置を命ずる権限を積極的に認めるのが世界的な潮流であるのに、中国仲裁法はそれを認め
ていないとする。しかも、国際商事仲裁における保全措置についての規定は、世界的にみ
るときわめて遅れていると総括する。 
 仲裁廷による保全措置の権限について。裁判所を通じた保全措置しか認めていない中国
の方式は、迅速かつ効率的な仲裁手続の実施の観点からみて迂遠であり、合理性を欠いて
いるという。その保全措置の範囲･条件として、緊急性を要し、紛争の目的物が一定の危険
に曝され、保全措置がとられなければ回復できない重大な損害を被る可能性があり、また
は実際的な損害を受けており、担保保証金を提供するといった場合等がこれにあたる。 
 保全措置の執行について。中国では、裁判所による保全措置を命ずる権限しか認めてい
ないから、外国を仲裁地とする仲裁廷が下した保全措置の執行を中国の裁判所に求めても、
認められないとする。 
 第六章では、仲裁判断の意義・種類の基本概念を確認したうえで、仲裁判断の基準につ
いて検討する。 
 中国では、仲裁判断は「仲裁裁決」と呼ばれ、一般に「仲裁廷が案件の事実及び関連法
に基づき、当事者が申し立てた仲裁に関する実体権利事項における当事者間の権利義務を
確認し、拘束力を有する書面の形で下した終局的な判定である」と定義づけられ、また国
際商事｢仲裁裁決｣は、「国際商事仲裁廷が申立てた仲裁の争議事項に対して下した、双方当
事者にとって拘束力を有する終局的な決定」とも定義されている。こうした中国における
「仲裁」の定義は、｢権利義務｣の存否に関し当事者双方にとって「終局的かつ拘束力」の
ある決定であるとされ、諸外国とほぼ共通の定義内容になっているといえる。ただし、中
国では、「友誼的仲裁人」としての仲裁、または｢善と衡平｣に基づいての仲裁は認められて
おらず、常に法に基づく仲裁のみが許される。 
 法に基づく仲裁において、中国の仲裁法ないし仲裁規則に規定はないものの、専ら当事
者自治の原則を尊重するという点、また法選択には「商人法」のような国家法以外の国際
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取引規範も対象とできる点は、各国制度と異なるところはない。しかし、実体判断の基準
は強行法規の制約を受けるから、この強行法規の制約が実際にどのように及んでいるかが
問題となる。例えば、契約法では「中華人民共和国の国内で履行される中外合弁経営企業
契約、中外合作経営企業契約、中外合作探査開発契約については、中華人民共和国の法律
を適用する」としており、これらの契約については当事者に外国法を選択する自由を与え
ていない。さらに、民法通則上、そして仲裁法上、当事者の法選択は「社会の公共利益」
に反してはならない（違背した場合、その仲裁判断は取り消される）と規定されているが、
他方、中国ではいわゆる「地方保護主義」が多くの地方に存在するため、「社会公共利益」
が単にその｢地方の利益｣と解釈される傾向があって、当該「地方利益」に合致しないと「社
会公共利益」に反するとして仲裁判断の執行が妨げられるという問題がある。また、当事
者に法選択の合意がなければ、ドイツやスイスの仲裁法のように、係争事件に｢最も密接に
関係する法｣に従い判断すべきであり、中国の民法通則においても、渉外契約で当事者間に
法選択の指定がなければ、契約と「最も密接に関係する国家の法律」を適用するとされて
いる。 
 仲裁判断にあたる仲裁廷については、ＣＩＥＴＡＣの２００５年改正仲裁規則が、「仲裁
廷は事実に基づき法律と契約規定により、国際慣例を参照し、公平･合理の原則を遵守し、
独立且つ公正に仲裁判断を下す」と規定しており、仲裁廷の仲裁人全員一致または多数決
により仲裁判断が決定される。ただし、大多数の国が UNCITRAL 国際商事仲裁模範法の
ように、すべて仲裁廷の多数意見で決めているが、中国では、仲裁廷が多数の意見を得る
ことができない場合、仲裁判断は首席仲裁人の判断に従って決定される。なお、従前は、
２０００年仲裁規則で「仲裁人が仲裁判断に署名する前に、仲裁判断の草案を仲裁委員会
に提出しなければならない。仲裁人の独立した判断に影響を与えない範囲で、仲裁委員会
は仲裁判断書の形式について仲裁人に注意することが出来る」とされていたが、２００５
年の改正仲裁規則で削除された。この点について、筆者は、今回の仲裁規則の改正まで仲
裁人が独立して仲裁判断を下すことができなかったということができ、その理由が仲裁委
員会による仲裁の質の確保のためなのか、仲裁人の質に問題があるためなのかは定かでは
ないが、現在でも人民法院では裁判官が独立して裁判を行うことに徹しておらず、いわば
行政的な管理手法が裁判の現場で行われており、それが仲裁の分野にも波及したのではな
いかと推測する。 
 また、本章では、仲裁判断に対し、終局性と強行性の確保のため、司法による援助･監督
が不可欠であるとして、人民法院による仲裁判断に関する監督について考察を加え、国際
商事仲裁と国内仲裁判断を区別せずいずれも実体的審査を行うべしとする「全面監督説」
と、渉外仲裁判断への監督は手続監督に限るべきとする「手続監督説」の両説が対立する。
そして、筆者は後者の説に与し、仲裁判断に対する国家裁判所の監督手続の一つである仲
裁判断の取消制度について、中国では、１９９５年に仲裁法が施行されるまで、仲裁判断
の取消について、人民法院による渉外仲裁判断に対する監督機能としては、民事訴訟法２
６０条の執行不許可に関する規定だけで、仲裁判断の取消という制度はなかったが、仲裁
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法の制定により、仲裁判断の取消制度が追加された。その結果、国内外の仲裁に関する管
轄異議事件・仲裁判断取消の申立て事件が著しく増加するという問題が生じているといっ
たことを指摘する。 
第七章では、まず、仲裁判断の国籍決定基準から検討を始める。筆者は、ニューヨーク
条約（外国仲裁判断の承認及び執行に関する条約）、UNCITRAL 国際商事仲裁模範法およ
び諸外国の法制を概観したうえで、「仲裁手続地説」と「準拠法説」のうち｢手続地説｣への
支持を表明する。 
 次に、中国における国際商事仲裁判断の承認及び執行の実際を紹介する。中国の渉外
仲裁判断の強制執行は、仲裁法７１条、７２条と民事訴訟法２５９条、２６０条１項を適
用し、外国仲裁判断の中国における強制執行については、１９９１年の民事訴訟法２６９
条と、１９５８年ニューヨーク条約及び中国が批准したその他の条約が適用される。最高
人民法院が発布した司法解釈が、仲裁の執行申し立て期間等を補充するが、その司法解釈
としては、１９９１年の「中華人民共和国民事訴訟法の適用に係る若干の問題に関する最
高人民法院の意見」の３１３条～３１５条及び執行手続に関する解釈や、１９９５年の「人
民法院が渉外仲裁及び外国仲裁事項を処理するうえでの問題に関する最高人民法院の通
知」等がある。 
 承認･執行に関する司法の内部監督制度については、いわゆる事前報告制度が司法解釈に
より実施されている。仲裁判断の中国での強制執行について、従来より地方保護主義とい
う深刻な問題が存しており、１９９５年の最高人民法院の｢通知｣により、中国渉外仲裁判
断や外国仲裁判断の承認・執行を人民法院が拒否する前に、必ず高級人民法院に報告し審
査を行い、高級人民法院が承認・執行の拒否に同意する場合は、その審査意見を最高人民
法院に報告し、最高人民法院の回答を得てから初めて執行拒否の裁定を下すことができる
という事前報告制度が設けられたが、これは司法内部の監督強化を図り、地方保護主義を
なくすという狙いが込められている。 
 続いて、中国国内の渉外仲裁機関が出した渉外仲裁判断の執行について検討する。 
 当事者の一方が中国の渉外仲裁機関による渉外仲裁判断の内容を履行しない場合、相手
方当事者は、民事訴訟法の規定に従って、被申立人の住所地または財産所在地の中級人民
法院か、あるいは管轄権を有する人民法院に、強制執行の申立てをすることができる。こ
の強制執行手続規定を概観したうえで、筆者は、仲裁判断の執行をめぐる現実の問題につ
いて言及する。すなわち司法権限及び独立性の低さや、現地保護主義、裁判官の能力の欠
如、当事者の支払不能等に起因する中国での仲裁裁定の執行可能性への懐疑を表明する。 
 さらに、外国仲裁判断の中国における承認及び執行についても、筆者が指摘する問題は、
法規定の問題ではなく、むしろ運用上の問題である。すなわち人民法院に対しては、法律
に依拠しない執行、手続を軽視した故意的な案件処理の延長、ニューヨーク条約に対する
認識不足等、様々な批判が加えられていることを指摘する。筆者は外国仲裁判断の承認・
執行事例を２例紹介し、いずれもが被申立人の徹底抗戦により承認執行まで５年を費やし
ている点を批判し、中国における執行難を外国人に否定的に理解させる要因となっている
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と指摘する。 
 終章において、筆者は、国際的な紛争を解決するうえで、仲裁は民事訴訟よりも、①国
際的紛争解決機能、②中立的に紛争を解決できる機能、③専門的･技術的紛争解決機能、④
紛争解決における秘密保持機能、⑤迅速且つ経済的に紛争を解決する機能、⑥柔軟に紛争
を解決する機能などの点で優れた解決方法であると指摘する。 
 これらの特徴は、中国の国際商事仲裁でも十分に生かされているという。③の点につい
て、CIETAC の２００５年改正仲裁規則は、業種別仲裁について新たな規則を設け、紛争
の専門性に応じて業種別仲裁規則または専門仲裁規則の適用を約定できること、及び仲裁
委員会主任の許可を得れば、仲裁人名簿以外から専門的知識を有する者を仲裁人に選任す
ることができることを規定した。これによって中国の国際商事仲裁は、専門的・技術的な
紛争の解決機能をいっそう強化した。 
 筆者はこれらの機能の中で、とりわけ中立性の確保が重要な要素であると考える。国際
商事仲裁は私的裁判であるがゆえに、「公平・公正」が確保されなければならないという。
この点について、中国では法制度の整備の遅れと、手続軽視の傾向が強い法文化の影響が
存在するため、国際商事仲裁は「普遍性」と「中国的特色（特殊性）」との間の法文化の衝
突の場となっており、国際的信用を高めるうえで障害となっていると指摘する。 
 これらの問題を解消するには、法文化の中立性を築く必要があるが、それは仲裁規則を
グローバル化したり、先進的なものに変えていくだけでは実現されない。これらは仲裁人
のレベル、当事者の順法精神、「長老」仲裁人の支配、代理人のレベル、仲裁制度のバック
アップ的役割を果たす司法(裁判所)など、一連の問題がかかわっており、これらの条件が満
たされなければならない。特に現在の中国には、国際商事仲裁を援助、監督する立場にあ
る司法(裁判所)に、地方保護主義、裁判官のレベル、裁判の独立等の問題があり、国際商事
仲裁を発展させるうえで大きな障害となっている。 
 中国の国際商事仲裁は１９５０年代に成立したが、政治的な影響もあって、１９８０年
代まではほとんど発展は見られず、１９９０年代になってから急速に発展してきた。政治
的、経済的な環境の変化に加え、積極的な制度改革が進められたことが今日の発展につな
がっていると筆者は指摘する。これに対し、民事訴訟の面では国際商事紛争の解決にかか
わる制度面での改善が十分でないため、中国では今後もしばらくは国際商事紛争の解決に
仲裁が重要な役割を果たし続けるであろうと結論づけている。 
 
 二 本論文の評価 
 
中国では、１９７０年代に至るまで、仲裁は紛争解決方法としてあまり活用されること
がなかったため、これに関する国内の研究も十分には行われてこなかった。近年、その役
割が改めて認識され、制度改革も進んで、仲裁制度が急速に発展してきたことにより、国
内での研究も活発化しているが、その大半は制度や手続面について解説した実務的な内容
にとどまっており、学問的な内容をともなったものは依然として希少である。 
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そうした環境の中で、本論文は、中国の仲裁制度を、国際商事仲裁制度を中心としてで
はあるが、国内、国際の両分野にわたって俯瞰し、その歴史的な沿革から今日の制度が有
する問題点についてまで、幅広く資料を渉猟、分析し、丹念に問題を検討した、きわめて
学問的な内容を有する貴重な研究成果といえる。その注記も詳細である。 
本論文の長所は、中国の国際商事仲裁制度を、諸外国との比較においてだけでなく、国
内仲裁を含む中国の仲裁制度全体の中に位置づけ、その特徴を解明しようとした点にある。
国内仲裁と国際仲裁とが差別化されている現状に対し、グローバル化にともなう将来的な
両者の融合を視野に入れて、その改革のために建設的な提言が試みられており、そうした
積極的な姿勢は十分に評価されてよいように思われる。 
詳論すれば、第二章においては、中国の仲裁契約の各事項について、関連する各国およ
び条約の規定等が詳細に紹介されている。第三章では、中国における商事仲裁の法や理念
が中国の地方保護主義によって捻じ曲げられている現実が指摘され、いわゆる法社会学的
視点が導入されており興味深い。第四章では、中国の国際商事仲裁の特徴になっている仲
裁手続と調停手続の連結を論じている。これまで両手続の関連は明確でなかったが、本論
文において仔細にそれが明らかにされており、また、アメリカの Med/Arb の手続、日本の
仲裁法、インドの仲裁及び調停令、UNCITRAL 国際商事仲裁模範法などの外国法が丁寧に
参酌されている。さらに、仲裁手続と調停手続との連結が、中国の法文化の一端を示すと
の指摘は、中国の民事手続法の根底に流れている国民性の今日的な意義をあらためて理解
するうえで示唆に富む。第五章では、仲裁廷における証拠の収集原理、証拠保全、保全措
置の執行を論じているが、比較法的考察を駆使しつつ、中国民事訴訟法、同仲裁法の証拠
保全などの手続構造を明らかにしている点は評価することができる。 
第六章では、仲裁判断の意義･種類、仲裁判断の基準、仲裁判断に対する国家裁判所（人
民法院）の監督、仲裁判断の取消のそれぞれについて、諸外国法制を概観しつつ、世界標
準との比較を丹念に図ったうえで、中国法の問題点を浮き彫りにしようとしており、こう
した分析方法は評価できる。また理論的に世界基準を明確にする作業と、その基準との対
比で中国法の位置づけを考察した点は、中国における仲裁法研究に寄与するところ大であ
る。第七章では、外国仲裁判断や内国の渉外仲裁判断の承認･執行と、「一国二制度」とい
う難しい問題を含む香港・アモイや台湾との関係での仲裁判断の承認・執行の両面につい
て、中国の現状およびさまざまな問題点を明らかにしており有益である。筆者の指摘する
問題点の解決策が、どうしても立法論、法政策論にならざるを得ないが、それも現代中国
のダイナミズムからすると決して無益ではない。 
このように本論文は、中国における国際商事仲裁制度についての本格的な研究成果とし
て評価することができよう。しかし本論文には問題点もある。 
まず、国内の仲裁制度は、１９９５年施行の仲裁法によって基本的に変化しており、そ
れ以前の制度とはまったく別の紛争解決制度となっている。しかし、筆者は１９９５年仲
裁法施行以後の制度に基づいて中国の仲裁概念を説明しており、それは適切ではない。 
次に、本論文に一貫して見られることであるが、概念、制度的沿革、立法過程に区分し、
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それぞれの側面から国内仲裁、国際仲裁に言及しているため、記述に重複する部分が多く、
雑然とした印象を与えている。このことが中国における国際商事仲裁制度の研究という本
論文の本来のテーマの議論を跡づけにくくしている。 
また、本論文ではしばしば国内仲裁と国際仲裁を同じ仲裁制度の枠内で議論しようとし
ているが、中国仲裁制度の特色を認識するうえで両者の違いを認識することこそ重要であ
ると思われる。 
さらに、本論文では、中国における商事仲裁の法や理念が中国の地方保護主義によって
捻じ曲げられている現実をしばしば指摘するが、その実態について立ち入った考察が加え
られているわけではない。 
ところで、国際商事仲裁の優れた面の各要素について、筆者は、これらの要素を中国の
仲裁規則をもとにして、中国にもあてはまる特徴とみなしているが、この点はさらに具体
的且つ実態に即して検討する必要があるように思われる。例えば、第三仲裁人の選任にか
かわる規則の改正問題などは、中国の国際商事仲裁制度が持つ中立性の問題に深くかかわ
っており、この点がまったく触れられていないのは残念である。 
 以上のような問題点は存在するが、中国法の中でも体系的総合的研究に乏しかった国際
商事仲裁制度について、幅広く資料を渉猟、分析し、丹念に検討を加えていることは高く
評価でき、博士学位請求論文として十分その水準に達しているものと判断する。 
 
三 結論 
 
 以上の審査の結果、後記の審査員は、本論文の提出者が、博士（法学・早稲田大学）の
学位を受けるに価するものと認める。 
２００６年９月２７日 
審 査 員 
早稲田大学教授  
加藤哲夫 
主査 早稲田大学教授 博士（法学・早稲田大学） 
小口彦太 
東京大学教授 
田中信行 
早稲田大学教授 
勅使川原和彦 
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